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研究開発 企業の共同研究 .生産に対する反 トラスト法の規制緩和
輸出振興 輸出努力が不十分
労働者の訓練 .教育 労働者の訓練 .教育が不十分
項目 内容




















年月 会議名 文書名 内容
2002年6月 日米間の ｢規制 日米両国首脳 日本政府による規制改革及びその他の措置
革及び競争政策イ の第-回報告書 Ⅸ.商事法制
ニシアテイブ｣ B.企業統治の改善1 会社経営及び統治を実効的なものとする会社の能力を改善するため､商法は以下のとおり改正されたoaメ 会社について､取締役会､執行役及び過半数の 外取締役により構成される三委員(監査委員会､指名委員会及び報酬委員会)から成る企業統治の新制度 導入したO会社は､この新制度 選択 場合 監査役を置 く いう要件はかからな oこの新制度は､取締役会が
22 神奈川大学大学院経営学研究科 『研究年報』第】5号 2011年3月
執行役に対して経営についての権限委譲を適切に うことを可能とするものであるob.株主総会の招集通知そ 他の株主に対する同様の通知について､個々 株主の同意の下に､会社がインターネットその他 電磁的方法を使用する 認めるとと に､株主に対して電磁的方法による議決権の行使を認めたoさらは貸借対照表 (及び損益計算書)を5年間電磁的方法 より閲覧可能 しておけば開示要件を満たすこととされたo
2003年5月 日米間の ｢規制己 日米両国首脳へ 日本政府による規制改革及びその他の措置
革及び競争政策イ の第二回報告書 X.商法
ニシアテイブ｣ B.企業統治の改善1 2002年6月 1日より､大部分の証券取引法に係る報告及び申請については電子的に提出することが可能となったoこれらの提出物は金融庁のウェブサイ トで一般に閲覧可能である02004年半ばより､原則としては電子的に提出されなければならず､これらは.- (中略)-一において電子的に閲覧 である02 3 4 施行された ｢株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律｣の改正 よって､委員会等設置会社 制度を採用した会社 おいては､各委員 を組織する 締役の氏名及び当該取締役が社外取締役 か否かを登記することとなっ いるo委員会等設置会社の各委員会メンバーを含む べてのは､株主総会において選任 るが､取締役選任決議について ､株主総会招集通知に添付する書類 当該候補者が有す 会社 株式.数 略歴 社 の利害関係の要旨等 記載べきこととさ る より 選任決議 議決権を有す 株主は､当該取締役 独立 .非独立 別及び非独立 場合は当該取締役を非独立ならしめてい と関係を知 ができる03_日本政府は､委任状投票 関する米国政府主張 つ の見解 述べた○
2006年6月 日米間の ｢規制 日米両国首脳 日本政府による規制改革及びその他の措置
革及び競争政策イ の第五回報告書 Ⅸ_商法
二国間会議とコー ポレー ト･ガバナンス原則 23
2007年6月 日米間の ｢規制 日米両国首脳へ 日本政府による税制改革及びその他の措置
革及び競争政策イ の第六回報告書 Ⅵ.商法及び司法制度改革
ニシアテイブ｣ B.望ましいコーポレート.ガバナンスの強化1 積極的な議決権代理行使の推進2 株主利益の保護3 委員会設置会社制度の強化
2008年7月 日米間の ｢規制 日米両国首脳へ 日本政府による規制改革及びその他の措置
草及び競争政策イ の第七回報告書 Ⅵ.商法及び司法制度改革の実現
ニシアテイブ｣ B.コーポレート.ガバナンスの強化日本国政府は､企業の不正行為の防止及び企業の競争力 .収益力を向上させるに当たって､強力かつ効果的なコーポレート.ガバナンスの仕組みが重要であると認識しており､我が国におけるコーポレート.ガバナンスを強化するため施策を講じているD1_例えば､金融庁は､閣議決定に基づき 2007年12月21日に ｢金融 .資本市場競争力強化プラン｣を策定 公表してい o同プランは､コーポレート.ガバナンス強化の観点から､( )内部統制報告制度導入後 同制度 レビュ を適時に行い､そ 結果を踏まえ､必 に応じ､内部統制に係る 準の見直しや更 明確化等を検討する､2 東京証券取引所の企業行動規範 拡充等､取引所におけるコーポレー ト.ガバナンス強化 の取組みを推進する3 上場企業の こと目 とした法 整備 あり方等 ついて 幅広く検討を行う､等の幅広い措置が必要であるとしている02 積極的かつ 切な議決権代理行使の奨励3 社外取締役を通じた株主利益の保護4 少数株主の十分 保護 確保
2009年7月 日米間の ｢規制 L日米両国首脳 日本政府による規制改革及びその他の措置
革及び競争政策イ の第八回報告書 Ⅵ.商法及び司法制度改革の実現
(出所)筆者作成｡



































































































































































26 神奈川大学大学院経営学研究科 『研究年季鮎 第15号 20日年3月
図5 日 本 と ア メ リカ の 協 議 に お け る コ ー ポ レー ト ･ガ バ ナ ン ス 原 則 の 活 用
ア メリカ 要 求 日 本
委 員 会 等 設 置 会 社 の 導 入
[アメリカ型ボー ド.モデル] [日本の導入内容 (委員会等設置会社)]
E2社外取締役 株琵 E 9-社外取締役 ■ 株竿 芸任(任l期)E] は監査対象
※雷雲蓬墨書あ豊芸霊 取締役会 取締役会
至当塞 琴 EはE2 Ej E2E2
千 千 千 享 享 寺
のレビュー
選任彊虹公認会;.Lil+-#-% ⇒ 警≡堅 葵 監 報告
芸霊莞孟宗 ㌫豊農 芸 課 崇 禁 とがi 会計監査人 l
①証券取引所の上場規則によりt社外取締役のみで できるo
構成される監査委員会の設置が義務付けられてい ㊥警要語 誤 認 纂 器 量笠諾 芳墨







⑤監査委員会メンバーは常勤 しない､監査委員会は 業統治の制度を導入した o 会社は､この新制度を
年間 4-5回程度開催されるのみo 選択する場合､監査役を置 くという要件はかから
ないCこの新制度は､取締役会が執行役に対して
経営についての権限移譲を適切に行うことを可能
(出所)平田光弘 [2008]199-200貢 を も とに筆 者 作 成 ｡
と を 避 け る た め ､ ま た ､ 買 収 の 際 に株 主 に よ っ て
最 終 的 な 判 断 を す る原 則 を 導 入 す る た め に も ､ 第
三 者 株 式 割 り当 て を 経 営 者 だ け で は な く､ 株 主 に
よ っ て も承 認 さ れ る こ と6｣ で あ る .
こ う し た 協 議 の 結 果 ､2009年 に ､ 東 京 証 券 取 引
所 は 独 立 役 員 の 確 保 と独 立 役 員 の 開 示 に つ い て の
記 載 を 上 場 規 則 に 盛 り込 ん だ の で あ る｡ こ の よ う
に ､ 日本 とEU に お い て も原 則 を 活 用 し た 議 論 が
実 施 さ れ て い る ｡ そ して ､ こ う し た 二 国 間 会 議 の
原 則 に お け る議 論 の 活 発 化 は ､ さ ら な る世 界 の 原
則 に お け る議 論 の 活 発 化 に も 繋 が る とい う こ とが
で き る だ ろ う｡
4-3 二 国 間 会 議 に お け る コ ー ポ レー ト ･ガ バ
ナ ン ス 原 則 の 活 用 と拡 大
二 国 間 会 議 は ､ 日本 と ア メ リカ ､ 日本 とEU の
よ うに ､ 原 則 を活 用 す る こ とに よ り､相 手 国 の コ ー
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